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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂被覆紙支持体上に、平均粒径が１μｍより小さい無機微粒子を１０～３５ｇ／ｍ2

、および該無機微粒子に対して４０質量％以下の親水性バインダーを含有する少なくとも
１層のインク受像層を設けたインクジェット記録材料において、該樹脂被覆紙支持体のＪ
ＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中心線平均粗さ（Ｒａ７５）が
１．０μｍ以下であり、少なくとも該樹脂被覆紙支持体から最も離れた最上層の該インク
受像層が平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤をインク受像層の全固形分質
量に対して０．１～１０質量％、及び平均粒径１μｍ以下の有色顔料（ただし白色の顔料
は除く）を含有することを特徴とする校正用インクジェット記録材料。
【請求項２】
　前記校正用インクジェット記録材料において、樹脂被覆紙支持体のＪＩＳ－Ｂ０６０１
に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中心線平均粗さ（Ｒａ７５）をｒ、有色顔料の平
均粒径をｄとするとｒ≧ｄを満たす、請求項１に記載の校正用インクジェット記録材料。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、インクジェット記録方式を利用した、コックリングの無い、インク吸収性が良
好な、印刷校正用に使用されるインクジェット記録材料に関するものである。更に詳しく
は、校正対象の印刷用紙に面感が類似し、インクジェットで印字した画像と印刷用紙に印
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刷したものとの見栄えが類似した、印刷校正用に適した校正用インクジェット記録材料に
関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年、インクジェットプリンターやプロッターの目ざましい進歩により、フルカラーでし
かも高精細な画像が容易に得られるようになってきた。
【０００３】
インクジェット記録方式は、種々の作動原理によりインクの微小液滴を飛翔させて紙等の
記録シートに付着させ、画像・文字等の記録を行うものである。インクジェットプリンタ
ーやプロッターはコンピューターにより作成した文字や各種図形等の画像情報のハードコ
ピー作成装置として、種々の用途に於いて近年急速に普及している。特に多色インクジェ
ット方式により形成されるカラー画像は製版方式による多色印刷やカラー写真方式による
印画に比較しても遜色のない記録を得ることが可能であり、更に作成部数が少ない用途に
於いては、印刷技術や写真技術よりも安価で済むことから広く応用されつつある。
【０００４】
近年、インクジェット記録方式を利用した記録材料を使用して、印刷物の仕上がりを事前
に確認する為に印刷校正用として利用されることも多くなってきた。最近のプリンターで
は印刷校正用専用機とした製品も市場に出てきており、それに対応した記録材料の商品化
が望まれていた。ここで印刷校正用として使用されるインクジェット記録材料は、印刷用
紙の色や面感を忠実に再現することが最も重要である。
【０００５】
また、一般に印刷に用いられる印刷用紙の色合いは、純粋な白ではなく、目的に応じて色
合いを持たせているのが一般的である。一方インクジェット記録材料は、インク吸収性、
色彩再現性などを要求され、使用する顔料や接着剤及び各種添加剤に工夫がなされている
。顔料としては吸収性を得るために多孔性の合成顔料を使用することが多く、しかもイン
クジェット画像の色彩性を鮮明にするために、その色合いは顔料に由来した独特の白さの
ものとなる。
【０００６】
既存のインクジェット記録材料は、印刷校正用として利用するには、対象とする印刷用紙
との明度、色度や面感が大きく異なっており、また、光源の違いによる色相の変動、経時
での光による褪色が大きいといった問題から、満足する品質を得ることは難しかった。
【０００７】
従来、色剤を添加して色相を印刷用紙に合わせる方法が特開２００１－２７７７０２号公
報に記載されている（特許文献１参照）。しかしながら、耐水性支持体を用い、色剤に有
色顔料を用いることの記載や、それらによるコックリング、経時褪色の改良及び面感に関
する記載はない。
【０００８】
また、インク吸収層の平均表面粗さを特定して面感を調整する方法が特開２０００－５２
６４９号公報に記載されている（特許文献２参照）。しかしながら、耐水性支持体の表面
粗さに関する記載はなく、インク吸収層のみで校正対象とする印刷用紙に面感をあわせる
のは困難である。
【０００９】
また、耐水性支持体の中心線平均粗さ（Ｒａ）を特定して、光沢差を改善する、または、
高い光沢、平滑性を得る方法が特開平７－２５１３３号、特開２００１－３４１４０９号
に記載されている（特許文献３、４参照）。しかしながら、有色顔料、マット剤の粒径を
特定して面感を調整する記載や校正用として使用する記載はない。
【００１０】
【特許文献１】
特開２００１－２７７７０２号公報（第２頁～第３頁）
【特許文献２】
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特開２０００－５２６４９号公報（第２頁）
【特許文献３】
特開平７－２５１３３号公報（第２頁）
【特許文献４】
特開２００１－３４１４０９号公報（第２頁）
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、印刷校正に適し、コックリング、インク吸収性に優れ、光によ
る経時褪色の少ない、校正対象の印刷用紙に面感が類似し、インクジェットの印字画像と
校正対象の印刷用紙に印刷した画像との見栄えが類似した校正用インクジェット記録材料
を提供することにある。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　上記課題は、主として、樹脂被覆紙支持体上に、平均粒径が１μｍより小さい無機微粒
子を１０～３５ｇ／ｍ2、および該無機微粒子に対して４０質量％以下の親水性バインダ
ーを含有する少なくとも１層のインク受像層を設けたインクジェット記録材料において、
該樹脂被覆紙支持体のＪＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中心線
平均粗さ（Ｒａ７５）が１．０μｍ以下であり、少なくとも該樹脂被覆紙支持体から最も
離れた最上層の該インク受像層（以下最上層のインク受像層と記載する）が平均粒径１～
１０μｍの無色または白色のマット剤をインク受像層の全固形分質量に対して０．１～１
０質量％、及び平均粒径１μｍ以下の有色顔料（ただし白色の顔料は除く）を含有するこ
とを特徴とする校正用インクジェット記録材料によって解決された。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の校正用インクジェット記録材料を詳細に説明する。
本発明に用いられる耐水性支持体としては、合成紙、ポリエチレンテレフタレート等のポ
リエステル樹脂、ジアセテート樹脂、トリアセテート樹脂、アクリル樹脂、ポリカーボネ
ート樹脂、ポリ塩化ビニル、ポリイミド樹脂、セロハン、セルロイド等のプラスチック樹
脂フィルム、及び紙の両面にポリオレフィン樹脂をラミネートした樹脂被覆紙等が挙げら
れる。本発明においてこれら耐水性支持体は、校正対象印刷用紙に面感を類似させるため
、ＪＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中心線平均粗さ（Ｒａ７５
）が１．０μｍ以下である必要があり、例えば、熱可塑性樹脂の熱溶融押出ラミネート法
でのクーリングロールに鏡面加工もしくは微粗面加工したものや、熱カレンダー処理を行
い表面を平滑にしたもの等を用いることができる。Ｒａ７５が１．０μｍを越えるものを
使用しても、インク受像層によって校正対象印刷用紙に面感を類似させることができず、
本発明では使用することができない。本発明では、特に校正対象印刷用紙に面感が類似さ
せやすいため、樹脂被覆紙が好ましく用いられる。
【００１４】
本発明において好ましく用いられる樹脂被覆紙を構成する原紙は、特に制限はなく、一般
に用いられている紙が使用できるが、より好ましくは例えば写真用支持体に用いられてい
るような平滑な原紙が好ましい。原紙を構成するパルプとしては天然パルプ、再生パルプ
、合成パルプ等を１種もしくは２種以上混合して用いられる。この原紙には一般に製紙で
用いられているサイズ剤、紙力増強剤、填料、帯電防止剤、蛍光増白剤、染料等の添加剤
が配合される。
【００１５】
さらに、表面サイズ剤、表面紙力剤、蛍光増白剤、帯電防止剤、染料、アンカー剤等が表
面塗布されていてもよい。
【００１６】
また、原紙の厚みに関しては特に制限はないが、紙を抄造中または抄造後カレンダー等に
て圧力を印加して圧縮するなどした表面平滑性の良いものが好ましく、その坪量は３０～
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２５０ｇ／ｍ2が好ましい。
【００１７】
樹脂被覆紙の樹脂としては、ポリオレフィン樹脂や電子線で硬化する樹脂を用いることが
できる。ポリオレフィン樹脂としては、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、ポリ
プロピレン、ポリブテン、ポリペンテンなどのオレフィンのホモポリマーまたはエチレン
－プロピレン共重合体などのオレフィンの２つ以上からなる共重合体及びこれらの混合物
であり、各種の密度、溶融粘度指数（メルトインデックス）のものを単独にあるいはそれ
らを混合して使用できる。
【００１８】
また、樹脂被覆紙の樹脂中には、酸化チタン、酸化亜鉛、タルク、炭酸カルシウムなどの
白色顔料、ステアリン酸アミド、アラキジン酸アミドなどの脂肪酸アミド、ステアリン酸
亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸マグネシウム
などの脂肪酸金属塩、イルガノックス１０１０、イルガノックス１０７６などの酸化防止
剤、コバルトブルー、群青、セシリアンブルー、フタロシアニンブルーなどのブルーの顔
料や染料、コバルトバイオレット、ファストバイオレット、マンガン紫などのマゼンタの
顔料や染料、蛍光増白剤、紫外線吸収剤などの各種の添加剤を適宜組み合わせて加えるの
が好ましい。
【００１９】
本発明において好ましく用いられる支持体である樹脂被覆紙は、走行する原紙上にポリオ
レフィン樹脂の場合は、加熱溶融した樹脂を流延する、いわゆる押出コーティング法によ
り製造され、その両面が樹脂により被覆される。また、電子線により硬化する樹脂の場合
は、グラビアコーター、ブレードコーターなど一般に用いられるコーターにより樹脂を塗
布した後、電子線を照射し、樹脂を硬化させて被覆する。また、樹脂を原紙に被覆する前
に、原紙にコロナ放電処理、火炎処理などの活性化処理を施すことが好ましい。支持体の
インク受像層が塗布される面（表面）は、光沢面を有する。裏面に樹脂を被覆する必要は
ないが、カール防止の点から樹脂被覆したほうが好ましい。裏面は通常無光沢面であり、
表面あるいは必要に応じて表裏両面にもコロナ放電処理、火炎処理などの活性処理を施す
ことができる。
【００２０】
本発明に用いられる樹脂被覆紙において、インク受像層が塗設される面に、インク受像層
と支持体との接着強度を強くする等の理由から、下引き層を有することができる。この下
引き層は、インク受像層が塗設される前に、予め支持体の樹脂層表面に塗布乾燥されたも
のである。この下引き層は、皮膜形成可能な水溶性ポリマーやポリマーラテックス等を主
体に含有する。好ましくは、ゼラチン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、
水溶性セルロース等の水溶性ポリマーであり、特に好ましくはゼラチンである。これらの
水溶性ポリマーの付着量は、１０～５００ｍｇ／ｍ2が好ましく、２０～３００ｍｇ／ｍ2

がより好ましい。更に、下引き層には、他に界面活性剤や硬膜剤を含有するのが好ましい
。また、樹脂被覆紙に下引き層を塗布する前には、コロナ放電することが好ましい。
【００２１】
本発明における支持体には帯電防止性、搬送性、カール防止性などのために、各種のバッ
クコート層を塗設することができる。バックコート層には無機帯電防止剤、有機帯電防止
剤、親水性バインダー、ラテックス、硬化剤、顔料、界面活性剤などを適宜組み合わせて
含有せしめることができる。
【００２２】
また、本発明のインク受像層に用いられる無機微粒子は、平均粒径が１μｍより小さい物
であり、合成シリカ、アルミナ、アルミナ水和物、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、
二酸化チタン等公知のものが使用される。好ましくは、合成シリカ、アルミナ、及びアル
ミナ水和物が使用され、校正対象印刷用紙に面感を類似させやすいために、合成シリカを
用いることが特に好ましい。
【００２３】
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合成シリカは、製造法によって気相法シリカ、湿式法シリカ、及びその他に大別すること
ができる。湿式法シリカは、さらに製造方法によって沈降法シリカ、ゲル法シリカ、ゾル
法シリカに分類される。沈降法シリカは珪酸ソーダと硫酸をアルカリ条件で反応させて製
造され、粒子成長したシリカ粒子が凝集・沈降し、その後濾過、水洗、乾燥、粉砕・分級
の行程を経て製品化される。この方法で製造されたシリカ二次粒子は緩やかな凝集粒子と
なり、比較的粉砕し易い粒子が得られる。沈降法シリカとしては、例えば日本シリカ（株
）からニップシールとして、（株）トクヤマからトクシール、ファインシールとして市販
されている。ゲル法シリカは珪酸ソーダと硫酸を酸性条件下で反応させて製造する。この
場合、熟成中に小さなシリカ粒子が溶解し、大きな粒子の一次粒子間に一次粒子どうしを
結合するように再析出するため、明確な一次粒子は消失し、内部空隙構造を有する比較的
硬い凝集粒子を形成する。例えば、水澤化学（株）からミズカシルとして、グレースジャ
パン（株）からサイロジェットとして市販されている。ゾル法シリカは、コロイダルシリ
カとも呼ばれ、ケイ酸ソーダの酸などによる複分解やイオン交換樹脂層を通して得られる
シリカゾルを加熱熟成して得られ、例えば日産化学工業（株）からスノーテックスとして
市販されている。
【００２４】
本発明において、好ましく用いられる湿式法シリカは、沈降法シリカあるいは、ゲル法シ
リカであり、より好ましくは沈降法シリカである。これらの湿式法シリカは、通常１μｍ
以上の平均二次粒径を有するため、これを微粉砕して使用する。粉砕方法としては、水性
媒体中に分散したシリカを機械的に粉砕する湿式分散法が好ましく使用できる。湿式分散
機としては、ボールミル、ビーズミル、サンドグラインダー等のメディアミル、高圧ホモ
ジナイザー、超高圧ホモジナイザー等の圧力式分散機、超音波分散機、及び薄膜施回型分
散機等を使用することができるが、本発明では特にビーズミル等のメディアミルの使用が
好ましい。
【００２５】
本発明の湿式法シリカの粉砕は、カチオン性化合物の存在下で行うことが好ましい。水中
に分散されたシリカにカチオン性化合物を添加すると凝集物が発生することが多いが、こ
れを粉砕処理することによって、水のみに分散するよりも高濃度分散が可能となり、その
結果分散効率が上昇し、より微粒子に粉砕することができる。更に、高濃度分散液を使用
することによって、塗布液調製時に塗布液の高濃度化が可能になり、生産効率が向上する
等の利点がある。特にこの際平均二次粒径が５μｍ以上の湿式法シリカを使用すると、初
期の凝集物発生による粘度上昇が抑制され、より高濃度での分散が可能となるため、さら
に有利である。平均二次粒径の上限は特にないが、通常湿式法シリカの平均二次粒径は２
００μｍ以下である。
【００２６】
カチオン性化合物としては、カチオン性ポリマーまたは水溶性金属化合物を使用できる。
カチオン性ポリマーとしては、ポリエチレンイミン、ポリジアリルアミン、ポリアリルア
ミン、アルキルアミン重合物、特開昭５９－２０６９６号、同昭５９－３３１７６号、同
昭５９－３３１７７号、同昭５９－１５５０８８号、同昭６０－１１３８９号、同昭６０
－４９９９０号、同昭６０－８３８８２号、同昭６０－１０９８９４号、同昭６２－１９
８４９３号、同昭６３－４９４７８号、同昭６３－１１５７８０号、同昭６３－２８０６
８１号、同平１－４０３７１号、同平６－２３４２６８号、同平７－１２５４１１号、同
平１０－１９３７７６号公報等に記載された１～３級アミノ基、４級アンモニウム塩基を
有するポリマーが好ましく用いられる。特に、カチオン性ポリマーとしてジアリルアミン
誘導体が好ましく用いられる。これらのカチオンポリマーの分子量は、２，０００～１０
万程度が好ましく、特に２，０００～３万程度が好ましい。分子量が１０万よりも大きく
なると、分散液が高粘度となりすぎるため好ましくない。
【００２７】
水溶性金属化合物としては、例えば水溶性の多価金属塩が挙げられる。カルシウム、バリ
ウム、マンガン、銅、コバルト、ニッケル、アルミニウム、鉄、亜鉛、チタン、ジルコニ
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ウム、クロム、マグネシウム、タングステン、モリブデンから選ばれる金属の水溶性塩が
挙げられる。具体的には例えば、酢酸カルシウム、塩化カルシウム、ギ酸カルシウム、硫
酸カルシウム、酢酸バリウム、硫酸バリウム、リン酸バリウム、塩化マンガン、酢酸マン
ガン、ギ酸マンガンニ水和物、硫酸マンガンアンモニウム六水和物、塩化第二銅、塩化ア
ンモニウム銅（II）ニ水和物、硫酸銅、塩化コバルト、チオシアン酸コバルト、硫酸コバ
ルト、硫酸ニッケル六水和物、塩化ニッケル六水和物、酢酸ニッケル四水和物、硫酸ニッ
ケルアンモニウム六水和物、アミド硫酸ニッケル四水和物、硫酸アルミニウム、亜硫酸ア
ルミニウム、チオ硫酸アルミニウム、ポリ塩化アルミニウム、硝酸アルミニウム九水和物
、塩化アルミニウム六水和物、臭化第一鉄、塩化第一鉄、塩化第二鉄、硫酸第一鉄、硫酸
第二鉄、臭化亜鉛、塩化亜鉛、硝酸亜鉛六水和物、硫酸亜鉛、ｐ－フェノールスルホン酸
亜鉛、塩化チタン、硫酸チタン、乳酸チタン、酢酸ジルコニウム、塩化ジルコニウム、塩
化酸化ジルコニウム八水和物、ヒドロキシ塩化ジルコニウム、酢酸クロム、硫酸クロム、
硫酸マグネシウム、塩化マグネシウム六水和物、クエン酸マグネシウム九水和物、りんタ
ングステン酸ナトリウム、クエン酸ナトリウムタングステン、１２タングストりん酸ｎ水
和物、１２タングストけい酸二十六水和物、塩化モリブデン、１２モリブドりん酸ｎ水和
物等が挙げられる。
【００２８】
上記の水溶性多価金属化合物の中でも、アルミニウムもしくは周期律表４Ａ族金属（例え
ばジルコニウム、チタン）からなる化合物が好ましい。特に好ましくは水溶性アルミニウ
ム化合物である。水溶性アルミニウム化合物としては、例えば無機塩としては塩化アルミ
ニウムまたはその水和物、硫酸アルミニウムまたはその水和物、アンモニウムミョウバン
等が知られている。さらに、無機系の含アルミニウムカチオンポリマーである塩基性ポリ
水酸化アルミニウム化合物が知られており、好ましく用いられる。
【００２９】
本発明に用いられる周期表４Ａ族元素を含む水溶性化合物としては、チタンまたはジルコ
ニウムを含む水溶性化合物がより好ましい。チタンを含む水溶性化合物としては、塩化チ
タン、硫酸チタンが挙げられる。ジルコニウムを含む水溶性化合物としては、酢酸ジルコ
ニウム、塩化ジルコニウム、オキシ塩化ジルコニウム、ヒドロキシ塩化ジルコニウム、硝
酸ジルコニウム、塩基性炭酸ジルコニウム、水酸化ジルコニウム、乳酸ジルコニウム、炭
酸ジルコニウム・アンモニウム、炭酸ジルコニウム・カリウム、硫酸ジルコニウム、フッ
化ジルコニウム化合物等が挙げられる。本発明に於いて、水溶性とは常温常圧下で水に１
質量％以上溶解することを目安とする。
【００３０】
本発明の平均二次粒径が５００ｎｍ以下の湿式法シリカ微粒子を得る具体的な方法として
は、まず水中にシリカ及びカチオン性ポリマー及び／またはカチオン性金属化合物の少な
くとも１種を添加し、のこぎり歯状ブレード型分散機、プロペラ羽根型分散機、またはロ
ーターステーター型分散機等の分散装置の少なくとも１つを用いて予備分散液を得る。必
要であれば更に適度の低沸点溶剤等を添加してもよい。カチオン性ポリマーまたは水溶性
金属化合物の量は、シリカに対して０．５～２０質量％、好ましくは２～１０質量％であ
る。この範囲にすることによって、シリカ予備分散液の粘度が高くなりすぎず、固形分濃
度を高くする事ができる。本発明のシリカ予備分散物の固形分濃度は高いほうが好ましい
が、あまり高濃度になると分散不可能となるため、好ましい範囲としては２０～６０質量
％、より好ましくは３０～５０質量％である。
【００３１】
上記の方法で得られたシリカ予備分散物をビーズミルで粉砕処理する。ビーズミルとは、
内部に撹拌装置を有する容器中にビーズを内填し、容器中に液状物を入れて撹拌装置を回
転させてビーズ同士を衝突させることで液状物にせん断力を与えて処理する装置である。
ビーズの粒径は０．１～１０ｍｍが一般的であるが、好ましくは０．２～１ｍｍ、より好
ましくは０．３～０．６ｍｍである。ビーズにはガラスビーズ、セラミックスビーズ、金
属ビーズ等があるが、耐摩耗性及び分散効率からはジルコニアビーズが好ましい。また、
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容器中のビーズの添加充填率は一般的には４０～８０容量％であり、好ましくは５５～８
０容量％である。上記分散条件によって、シリカ分散物を効率良く、粗粒残存や凝集物発
生もなく、平均二次粒径が５００ｎｍ以下に粉砕することが可能である。予備分散物を連
続で処理する場合で通し回数が１回では粗粒が残りやすい場合には、２回以上処理するほ
うが好ましい。本発明では粗粒が出来ない範囲で濃度が高い方が、塗布液の高濃度化が可
能になり好ましい。本発明のシリカ分散物の固形分濃度の好ましい範囲としては２０～６
０質量％、より好ましくは３０～５０質量％である。市販のビーズミルとしては浅田鉄工
社製のナノミル、アイメックス社製のウルトラビスコミル、及びマツボー社製のアミュラ
ー型ＯＢミル、シンマルエンタープライゼス社製のダイノミル等が挙げられる。
【００３２】
気相法シリカは、乾式法とも呼ばれ、一般的には火炎加水分解法によって作られる。具体
的には四塩化ケイ素を水素及び酸素と共に燃焼して作る方法が一般的に知られているが、
四塩化ケイ素の代わりにメチルトリクロロシランやトリクロロシラン等のシラン類も、単
独または四塩化ケイ素と混合した状態で使用することができる。気相法シリカは日本アエ
ロジル株式会社からアエロジル、株式会社トクヤマからＱＳタイプとして市販されており
入手することができる。本発明に用いられる気相法シリカは、平均一次粒径が５０ｎｍ以
下であることが好ましい。
【００３３】
本発明のインク受像層に含有されるアルミナ、及びアルミナ水和物は、酸化アルミニウム
やその含水物であり、結晶質でも非晶質でもよく、不定形や、球状、板状等の形態を有し
ているものが使用される。両者の何れかを使用していてもよいし、併用してもよい。
【００３４】
本発明のアルミナとしては酸化アルミニウムのγ型結晶であるγ－アルミナが好ましく、
中でもδグループ結晶が好ましい。γーアルミナは一次粒子を１０ｎｍ程度まで小さくす
ることが可能であるが、通常は、数千から数万ｎｍの二次粒子結晶を超音波や高圧ホモジ
ナイザー、対向衝突型ジェット粉砕機等で５０～３００ｎｍ程度まで粉砕したものが好ま
しく使用できる。
【００３５】
アルミナ水和物は、Ａｌ2Ｏ3・ｎＨ2Ｏ（ｎ＝１～３）の構成式で表される。ｎが１の場
合がベーマイト構造のアルミナ水和物を表し、ｎが１より大きく３未満の場合が擬ベーマ
イト構造のアルミナ水和物を表す。アルミニウムイソプロポキシド等のアルミニウムアル
コキシドの加水分解、アルミニウム塩のアルカリによる中和、アルミン酸塩の加水分解等
の公知の製造方法により得られる。
【００３６】
上記アルミナ水和物の平均一次粒径は、５～５０ｎｍが好ましく、特に５～３０ｎｍでか
つ平均アスペクト比（平均厚さに対する平均粒径の比）が２以上の平板状の粒子を用いる
のが好ましい。
【００３７】
本発明の校正用インクジェット記録材料は、無機微粒子と親水性バインダーを含有するイ
ンク受像層は２層以上であっても良く、インク受像層には、無機微粒子を固形分で合計８
ｇ／ｍ2以上含有するのが好ましく、１０～３５ｇ／ｍ2の範囲で用いるのがより好ましい
。この範囲により、インク吸収性、塗層強度が良好である。
【００３８】
本発明において、無機微粒子は、インク受像層の主たる割合、すなわちインク吸収層の全
固形分に対して無機微粒子を５０質量％以上、好ましくは６０質量％以上、より好ましく
は６５質量％以上含有することが好ましい。
【００３９】
本発明の無機微粒子のＢＥＴ法による比表面積は１０ｍ2／ｇ以上、好ましくは２０ｍ2／
ｇ以上である。特に好ましく用いられる気相法シリカのＢＥＴ法による比表面積は８０ｍ
2／ｇ以上であり、より高い光沢を得るためにはＢＥＴ法による比表面積が１３０ｍ2／ｇ
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以上、特に２００ｍ2／ｇ以上のものを用いることである。本発明で云うＢＥＴ法とは、
気相吸着法による粉体の表面積測定法の一つであり、吸着等温線から１ｇの試料の持つ総
表面積、即ち比表面積を求める方法である。通常吸着気体としては、窒素ガスが多く用い
られ、吸着量を被吸着気体の圧、または容積の変化から測定する方法が最も多く用いられ
ている。多分子吸着の等温線を表すのに最も著名なものは、Brunauer、Emmett、Tellerの
式であってＢＥＴ式と呼ばれ表面積決定に広く用いられている。ＢＥＴ式に基づいて吸着
量を求め、吸着分子１個が表面で占める面積を掛けて、表面積が得られる。
【００４０】
また、本発明において、校正用インクジェット記録材料と校正対象の印刷用紙との色差の
成分の絶対値は１．５以下であることが、校正対象印刷用紙に色合いを類似させやすいた
めに好ましい。そのためには、本発明の校正用インクジェット記録材料に、平均粒径が１
．０μｍ以下の有色顔料により調整する必要がある。本発明の校正用インクジェット記録
材料と校正対象の印刷用紙との色差の成分の絶対値とは、校正用インクジェット記録材料
のＪＩＳ－Ｚ８７２２、並びにＪＩＳ－Ｚ８７２０で規定される色の測定方法及び測定光
源に従って測定され、ＪＩＳ－Ｚ８７２９で規定される明度指数（Ｌ*）及び知覚色度指
数（ａ*、ｂ*）の値と、校正対象の印刷用紙の明度指数（Ｌ*）及び知覚色度指数（ａ*、
ｂ*）の値から、ＪＩＳ－Ｚ８７３０で規定される色差の成分（△Ｌ*、△ａ*、△ｂ*）の
絶対値を計算したものである。更に具体的には、測定条件はＤ－ｎ　Ｐ、（ＪＩＳ－Ｚ８
７２２中の６．３．２参照）、光源を標準の光Ｄ６５を用いて行う。
【００４１】
また、本発明の校正用インクジェット記録材料の無機微粒子と親水性バインダーを含有す
る少なくとも最上層のインク受像層には、校正対象の印刷用紙に応じて面感等を類似させ
る目的で、平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤を添加する必要があり、平
均粒径２～４μｍのマット剤を使用するのが特に好ましい。平均粒径１μｍ未満、もしく
は、１０μｍを超えるものを使用した場合には、面感等が校正対象の印刷用紙同様のもの
が得られない。また、マット剤の添加量は、校正対象印刷用紙により決定されるが、添加
されるインク受像層の全固形分質量に対して通常０．１～１０質量％使用される。また、
マット剤は単分散のものあるいは多分散のものであってもよく、その分散度（標準偏差／
平均粒径）は０．２～１０のものを用いることができる。
【００４２】
本発明で使用される平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤としては、平均一
次粒径、または平均二次粒径が１～１０μｍの無機または有機顔料が使用できる。例えば
、ケイソウ土、クレー、焼成クレー、タルク、カオリン、焼成カオリン、炭酸カルシウム
、炭酸マグネシウム、二酸化チタン、二酸化チタン被覆雲母、硫酸バリウム、モリブデン
ホワイト、亜鉛華、リトポン、硫化亜鉛、石膏、鉛白、硫酸カルシウム、酸化亜鉛、水酸
化亜鉛、炭酸亜鉛、ハイドロタルサイト、珪酸アルミニウム、珪酸カルシウム、珪酸マグ
ネシウム、水酸化アルミニウム、ゼオライト、水酸化マグネシウム、酸化チタン、シリカ
、ガラス粉、硫酸バリウム等の無機顔料、ポリスチレン樹脂、ポリメチルメタクリレート
樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアクリレート共重合樹脂等の有機顔料など、公知のも
のが挙げられる。面感を校正対象の印刷用紙に近づけやすい、無機顔料を用いることが特
に好ましい。
【００４３】
本発明のインク受像層の少なくとも最上層には、着色剤として、平均一次粒径、または平
均二次粒径として１μｍ以下、好ましくは０．１～１μｍの有色顔料を使用する。着色剤
として有色染料を用いると、光褪色が激しく、また、校正対象印刷用紙に面感を類似させ
るのが困難であり、有色顔料を用いる必要がある。中心線平均粗さ（Ｒａ７５）が１．０
μｍ以下の耐水性支持体を用いても、有色顔料が平均粒径１μｍを超える場合、色合いも
含めた面感が校正対象印刷用紙に類似しなくなるため使用できない。より好ましくは、有
色顔料が面感に影響を与えないために、耐水性支持体の中心線平均粗さ（Ｒａ７５）をｒ
、有色顔料の平均粒径をｄとすると、ｒ≧ｄを満たす有色顔料を用いることである。
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【００４４】
　本発明で使用される有色顔料は、白色の顔料以外の顔料であって、例えば、チタンブラ
ック、チタニウムイエロー、群青、紺青、コバルト青、カーボンブラック、鉄黒、酸化コ
バルト、アゾ顔料、フタロシアニン顔料、染色レーキ、などの有色顔料があげられるが、
これらに限定されるものではない。
【００４５】
本発明でインク受像層に添加される有色顔料の固形分量は、所望の色合いが出せるもので
あれば、校正対象印刷用紙により特に限定されないが、添加されるインク受像層中の全固
形分質量に対して通常０．００１～１質量％使用される。
【００４６】
本発明では、耐水性支持体のＪＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの
中心線平均粗さ（Ｒａ７５）が１．０μｍ以下の耐水性支持体を用い、少なくとも最上層
のインク受像層に平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤および平均粒径１μ
ｍ以下の有色顔料を含有させることで、校正対象の印刷用紙に類似させることができる。
平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤、平均粒径１μｍ以下の有色顔料を併
用する理由として、マット剤を用いることなく、有色顔料のみで校正対象印刷用紙に類似
させようとしても、色感をあわせると面感が類似せず、逆に面感をあわせると色感が類似
しないというように、面感、色感を同時に満足するものを製作することは困難であり、ま
た、マット剤のみを用いることで校正対象印刷用紙に類似させようとしても、色感を類似
させることが困難であり、両者を併用する必要があるからである。
【００４７】
無機微粒子と親水性バインダーを含有するインク受像層が２層以上である本発明の校正用
インクジェット記録材料において、少なくとも最上層のインク受像層に平均粒径１～１０
μｍの無色または白色のマット剤、平均粒径１μｍ以下の有色顔料を添加する必要がある
が、最上層以外のインク受像層に平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤、平
均粒径１μｍ以下の有色顔料を添加することが可能である。最上層のインク受像層のみに
平均粒径１～１０μｍの無色または白色のマット剤、平均粒径１μｍ以下の有色顔料を添
加することにより、マット剤が表面に突出し、有色顔料が上層に影響されずに発色するた
め、より好ましい。
【００４８】
本発明のインク受像層には、皮膜としての特性を維持するために親水性バインダーが用い
られ、特に、透明性が高くインクのより高い浸透性が得られる水溶性バインダーが用いら
れる。親水性バインダーの使用に当たっては、親水性バインダーがインクの初期の浸透時
に膨潤して空隙を塞いでしまわないことが重要であり、この観点から比較的室温付近で膨
潤性の低い親水性バインダーが好ましく用いられる。ポリビニルアルコール、ポリエチレ
ングリコール、澱粉、デキストリン、カルボキシメチルセルロース等やそれらの誘導体が
使用されるが、好ましい親水性バインダーは完全または部分ケン化のポリビニルアルコー
ル、またはゼラチンである。特に好ましくはケン化度が８０％以上の部分または完全ケン
化したポリビニルアルコールであり、平均重合度２００～５０００のものが好ましい。ま
た、親水性バインダー量は、無機微粒子に対して４０質量％以下、好ましくは３５質量％
以下であり、特に１０～３０質量％が好ましい。
【００４９】
本発明は、上記親水性バインダーと共に架橋剤（硬膜剤）を用いることが好ましい。架橋
剤の具体的な例としては、ホルムアルデヒド、グルタルアルデヒドの如きアルデヒド系化
合物、ジアセチル、クロルペンタンジオンの如きケトン化合物、ビス（２－クロロエチル
尿素）－２－ヒドロキシ－４，６－ジクロロ－１，３，５トリアジン、米国特許第３，２
８８，７７５号記載の如き反応性のハロゲンを有する化合物、ジビニルスルホン、米国特
許第３，６３５，７１８号記載の如き反応性のオレフィンを持つ化合物、米国特許第２，
７３２，３１６号記載の如きＮ－メチロール化合物、米国特許第３，１０３，４３７号記
載の如きイソシアナート類、米国特許第３，０１７，２８０号、同２，９８３，６１１号
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記載の如きアジリジン化合物類、米国特許第３，１００，７０４号記載の如きカルボジイ
ミド系化合物類、米国特許第３，０９１，５３７号記載の如きエポキシ化合物、ムコクロ
ル酸の如きハロゲンカルボキシアルデヒド類、ジヒドロキシジオキサンの如きジオキサン
誘導体、クロム明ばん、硫酸ジルコニウム、ほう酸及びほう酸塩の如き無機架橋剤等があ
り、これらを１種または２種以上組み合わせて用いることができる。これらの中でも、特
にほう酸またはほう酸塩が好ましい。
【００５０】
本発明において、無機微粒子と親水性バインダーを含有するインク受像層の膜面ｐＨが２
．０～６．５であることが好ましい。その理由として、ｐＨが２．０より低いと光沢感が
失われ、又６．５を超えると未プリント部が経時で劣化することがあげられる。インク受
像層の膜面ｐＨは、Ｊ．ＴＡＰＰＩ紙パルプ試験方法Ｎ０．４９に記載の方法に従って、
蒸留水を用い、３０秒後に測定した表面ｐＨである。
【００５１】
インク受像層のｐＨは、塗布液の段階で調整するのが好ましいが、塗布液のｐＨと塗布乾
燥された状態での膜面ｐＨとは必ずしも一致しないため、塗布液と膜面ｐＨとの関係を予
め実験等によって求めておくことが所定の膜面ｐＨにするために必要である。インク受像
層塗布液のｐＨは、酸またはアルカリを適当に組み合わせて行われる。酸としては、塩酸
、硝酸、硫酸、リン酸等の無機酸、酢酸、クエン酸、コハク酸等の有機酸が用いられ、ア
ルカリとしては、水酸化ナトリウム、アンモニア水、炭酸カリウム、リン酸三ナトリウム
、または弱アルカリとして、酢酸ナトリウム等の弱酸のアルカリ金属塩が用いられる。
【００５２】
本発明のインク受像層は、更に皮膜の脆弱性を改良するために各種油滴を含有することが
できる。そのような油滴としては室温における水に対する溶解性が０．０１質量％以下の
疎水性高沸点有機溶媒（例えば、流動パラフィン、ジオクチルフタレート、トリクレジル
ホスフェート、シリコンオイル等）や重合体粒子（例えば、スチレン、ブチルアクリレー
ト、ジビニルベンゼン、ブチルメタクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレート等の重
合性モノマーを一種以上重合させた粒子）を含有させることができる。そのような油滴は
好ましくは親水性バインダーに対して１０～５０質量％の範囲で用いることができる。
【００５３】
本発明において、インク受像層に界面活性剤を添加することができる。用いられる界面活
性剤はアニオン系、カチオン系、ノニオン系、ベタイン系のいずれのタイプでもよく、ま
た低分子のものでも高分子のものでもよい。１種もしくは２種以上界面活性剤をインク受
理層塗液中に添加するが、２種以上の界面活性剤を組み合わせて使用する場合は、アニオ
ン系のものとカチオン系のものとを組み合わせて用いることは好ましくない。界面活性剤
の添加量はインク受像層を構成するバインダー１００ｇに対して０．００１～５ｇが好ま
しく、より好ましくは０．０１～３ｇである。
【００５４】
本発明において、インク受像層には更に、インク染料の定着剤、紫外線吸収剤、酸化防止
剤、顔料の分散剤、消泡剤、レベリング剤、防腐剤、蛍光増白剤、粘度安定剤、ｐＨ調節
剤などの公知の各種添加剤を添加することもできる。
【００５５】
本発明において、インク受像層の塗布方法は任意の方法が用いられ、例えばスライドリッ
プ方式、カーテン方式、エクストルージョン方式、エアナイフ方式、ロールコーティング
方式、ロッドバーコーティング方式等がある。本発明ではインク受像層塗布組成物の塗液
を高濃度で塗布しても良好な面質が得られるのはカーテン方式である。カーテン塗布によ
り支持体の表面形状によらない均一なインク受像層が得られ、インク受像層の乾燥効率が
高くなり、乾燥工程での表面の風紋等の発生が少ないので均一な表面と優れたインク吸収
性のインクジェット記録材料が得られる。
【００５６】
本発明でインク受像層をカーテン方式で塗布する場合には、インク受像層塗布組成物の塗
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液粘度は一般的には４０～２５００ｍＰａ・ｓであり、好ましくは１００～２０００ｍＰ
ａ・ｓである。４０ｍＰａ・ｓより低いとカーテン膜の延伸時の乱れが発生しやすく、２
５００ｍＰａ・ｓより高いとカーテン膜の落下点が下流に移動するので空気同伴により塗
布むらが発生しやすい。インク受像層塗布組成物の塗布液固形分濃度は、上記の粘度範囲
内に調整されるが、一般的には１４～４０質量％である。塗布液を高濃度で塗布すること
で乾燥効率が向上するのに加えて水等が蒸発するときの表面の荒れを抑えることができる
ので好ましい。
【００５７】
本発明において、インクジェット記録材料には、無機微粒子と親水性バインダーを含有す
るインク受像層に加え、さらに親水性バインダーや無機微粒子含有の、質感を変えない保
護層を設けてもよい。
【００５８】
【実施例】
以下に、本発明の実施例をあげて説明するが、本発明はこれらの例に限定されるものでは
ない。又、実施例において示す「部」及び「％」は、特に明示しない限り質量部及び質量
％を示す。
【００５９】
＜ポリオレフィン樹脂被覆紙支持体の作製＞
広葉樹晒クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）と針葉樹晒サルファイトパルプ（ＮＢＳＰ）の１：
１混合物をカナディアン　スタンダード　フリーネスで３００ｍｌになるまで叩解し、パ
ルプスラリーを調製した。これにサイズ剤としてアルキルケテンダイマーを対パルプ０．
５％、強度剤としてポリアクリルアミドを対パルプ１．０％、カチオン化澱粉を対パルプ
２．０％、ポリアミドエピクロロヒドリン樹脂を対パルプ０．５％添加し、水で希釈して
１％スラリーとした。このスラリーを長網抄紙機で坪量１７０ｇ／ｍ2になるように抄造
し、乾燥調湿してポリオレフィン樹脂被覆紙の原紙とした。抄造した原紙に、密度０．９
１８ｇ／ｃｍ3の低密度ポリエチレン１００％の樹脂に対して、１０％のアナターゼ型チ
タンを均一に分散したポリエチレン樹脂組成物を３２０℃で溶融し、２００ｍ／分で厚さ
３０μｍになるように押出コーティングし、微粗面加工されたクーリングロールを用いて
押出被覆して表面の樹脂被覆紙層を設けた。もう一方の面には密度０．９６２ｇ／ｃｍ3

の高密度ポリエチレン樹脂７０部と密度０．９１８の低密度ポリエチレン樹脂３０部のブ
レンド樹脂組成物を同様に３２０℃で溶融し、厚さ３０μｍになるように押出被覆して裏
面の樹脂被覆層を設けた。
【００６０】
上記ポリオレフィン樹脂被覆紙の表面の樹脂被覆層に高周波コロナ放電処理を施した後、
下記組成の下引き層をゼラチンが５０ｍｇ／ｍ2となるように塗布乾燥して耐水性支持体
Ａを作製した。下引き層を設ける前の表面の樹脂被覆層の中心線平均粗さＲａ７５は０．
８μｍであった。
【００６１】
＜下引き層＞
石灰処理ゼラチン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
スルフォコハク酸－２－エチルヘキシルエステル塩　　　　　　　　　　２部
クロム明ばん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
【００６２】
また、耐水性支持体Ａの表面の樹脂被覆層を設ける際に用いたクーリングロールを更に凹
凸の粗い粗面に型付けされたものに代えた以外は同様にして、耐水性支持体Ｂを作製した
。下引き層を設ける前の表面の樹脂被覆層の中心線平均粗さＲａ７５は１．５μｍであっ
た。
【００６３】
また、広葉樹晒クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）と針葉樹晒サルファイトパルプ（ＮＢＳＰ）
の１：１混合物をカナディアン　スタンダード　フリーネスで３００ｍｌになるまで叩解



(12) JP 4080363 B2 2008.4.23

10

20

30

40

50

し、パルプスラリーを調製した。これにサイズ剤としてアルキルケテンダイマーを対パル
プ０．５％、強度剤としてポリアクリルアミドを対パルプ１．０％、カチオン化澱粉を対
パルプ２．０％、ポリアミドエピクロロヒドリン樹脂を対パルプ０．５％添加し、水で希
釈して１％スラリーとした。このスラリーを長網抄紙機で坪量１７０ｇ／ｍ2になるよう
に抄造し、乾燥調湿して紙支持体Ｃとした。
【００６４】
上述した耐水性支持体Ａの表面に、インク受像層として下記配合からなる塗布液をスライ
ド塗布装置により塗布量が固形分２２ｇ／ｍ2になるように塗布、乾燥してインク受像層
を設け、実施例１のインクジェット記録材料を作製した。
【００６５】
＜インク受像層配合＞
気相法シリカ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
（平均粒径７ｎｍ、ＢＥＴ法による比表面積３００ｍ2／ｇ）
ジメチルジアリルアンモニウムクロライドホモポリマー　　　　　　　　　４部
（第一工業製薬（株）製、シャロールＤＣ９０２Ｐ、分子量９０００）
ほう酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
（ケン化度８８％、平均重合度３５００）
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
有色顔料Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１部
（ＴＢ５００、平均粒径０．３μｍ、大日精化社製）
有色顔料Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１６部
（ＴＢ９１０、平均粒径０．３μｍ、大日精化社製）
マット剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
（湿式シリカＰ７８Ａ、平均粒径３μｍ、水澤化学社製）
【００６６】
実施例１のインクジェット記録材料において、耐水性支持体Ａの代わりに耐水性支持体Ｂ
を用いた以外は実施例１と同様にして、比較例１のインクジェット記録材料を作製した。
【００６７】
実施例１のインクジェット記録材料において、耐水性支持体Ａの代わりに紙支持体Ｃを用
いた以外は実施例１と同様にして、比較例２のインクジェット記録材料を作製した。
【００６８】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の有色顔料の配合量を有色顔
料Ａ０．０１部、有色顔料Ｂ０．０１部に変更した以外は実施例１と同様にして、実施例
２のインクジェット記録材料を作製した。
【００６９】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の気相法シリカとジメチルジ
アリルアンモニウムクロライドホモポリマーの代わりに湿式粉砕シリカ分散液（平均粒径
２００ｎｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例３のインクジェット記録材料
を作製した。尚、湿式粉砕シリカ分散液は下記の通り作製した。
【００７０】
水にジメチルジアリルアンモニウムクロライドホモポリマー（分子量９，０００、４部）
と沈降法シリカ（ニップシールＶＮ３、平均二次粒径２３μｍ、１００部）を添加し、の
こぎり歯状ブレード型分散機（ブレード周速３０ｍ／秒）を使用して予備分散液を作製し
た。次に得られた予備分散物をビーズミルに、直径０．３ｍｍのジルコニアビーズ、充填
率８０容量％、円盤周速１０ｍ／秒の条件で１回通過させて、固形分濃度３０質量％、平
均二次粒径２００ｎｍの湿式粉砕シリカ分散液を得た。
【００７１】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の気相法シリカの代わりにア
ルミナ水和物（平均粒径１５ｎｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例４のイ



(13) JP 4080363 B2 2008.4.23

10

20

30

40

50

ンクジェット記録材料を作製した。
【００７２】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のポリビニルアルコールの代
わりにゼラチン（ニッタゼラチン社製、ＩＫ－２０００）を８０部用いた以外は実施例１
と同様にして、実施例５のインクジェット記録材料を作製した。
【００７３】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の有色顔料の配合を有色顔料
Ａ０．０１部、有色顔料Ｂ０．０２部と変更した以外は実施例１と同様にして、実施例６
のインクジェット記録材料を作製した。
【００７４】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のマット剤としてポリスチレ
ン樹脂（平均粒径４μｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例７のインクジェ
ット記録材料を作製した。
【００７５】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のマット剤として湿式シリカ
Ｐ５２７（水澤化学社製、平均粒径１．５μｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして、
実施例８のインクジェット記録材料を作製した。
【００７６】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のマット剤として湿式シリカ
Ｐ７６６（水澤化学社製、平均粒径６．５μｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして、
実施例９のインクジェット記録材料を作製した。
【００７７】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の有色顔料Ａに代えて、平均
粒径０．９μｍとなるように分散したＰｉｇ．Ｏｒａｎｇｅ－１３を用い、また、インク
受像層の有色顔料Ｂに代えて、平均粒径０．９μｍとなるように分散したＰｉｇ．Ｙｅｌ
ｌｏｗ－８３を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例１０のインクジェット記録材
料を作製した。
【００７８】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のマット剤として湿式シリカ
Ｐ５２６Ｕ（水澤化学社製、平均粒径０．６μｍ）を用いた以外は実施例１と同様にして
、比較例３のインクジェット記録材料を作製した。
【００７９】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層のマット剤として湿式シリカ
ニップジェルＢＹ－００１（日本シリカ工業社製、平均粒径１４μｍ）を用いた以外は実
施例１と同様にして、比較例４のインクジェット記録材料を作製した。
【００８０】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の有色顔料Ａに代えて、平均
粒径１．５μｍとなるように分散したＰｉｇ．Ｏｒａｎｇｅ－１３を用い、また、インク
受像層の有色顔料Ｂに代えて、平均粒径１．５μｍとなるように分散したＰｉｇ．Ｙｅｌ
ｌｏｗ－８３を用いた以外は実施例１と同様にして、比較例５のインクジェット記録材料
を作製した。
【００８１】
実施例１のインクジェット記録材料において、インク受像層の有色顔料Ａの代わりに染料
着色剤（Ａｉｚｅｎ　Ｐｒｉｍｕｌａ　Ｏｒａｎｇｅ　ＦＰＨ、保土谷化学工業社製）、
有色顔料Ｂの代わりに染料着色剤（ＥＭ　Ｙｅｌｌｏｗ　２ＭＮ－２、東洋インキ社製）
を同量用いた以外は実施例１と同様にして、比較例６のインクジェット記録材料を作製し
た。
【００８２】
実施例１～１０、及び比較例１～６のインクジェット記録材料において、インク受像層の
マット剤の量を１部から４部に変更することで、実施例１１～２０、及び比較例７～１２
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【００８３】
実施例１～１０及び比較例１～６については、校正対象の印刷用紙Ａとして三菱製紙社製
アート紙（特菱アート両面Ｎ（坪量１２７ｇ／ｍ2））、実施例１１～２０及び比較例７
～１２については校正対象の印刷用紙Ｂとして三菱製紙社製コート紙（パールコート（坪
量１２７ｇ／ｍ2））を使用した。
【００８４】
実施例１～２０及び比較例１～１２のインクジェット記録材料と校正対象の印刷用紙の評
価は、以下に示す方法により行い、結果を表１に示す。
【００８５】
＜明度、色度、色差の成分の絶対値＞
明度指数Ｌ*、知覚色度指数ａ*及びｂ*は、色彩色差計（Gretag　Spectrolino）を使用し
て、得られたインクジェット記録材料を測定した。色差の成分は、各インクジェット記録
材料のＪＩＳ－Ｚ８７２２、並びにＪＩＳ－Ｚ８７２０で規定される色の測定方法及び測
定光源に従って測定され、ＪＩＳ－Ｚ８７２９で規定される明度指数（Ｌ*）及び知覚色
度指数（ａ*、ｂ*）の値と、校正対象の印刷用紙の明度指数（Ｌ*）及び知覚色度指数（
ａ*、ｂ*）の値から、ＪＩＳ－Ｚ８７３０で規定される色差の成分（△Ｌ*、△ａ*、△ｂ
*）の絶対値を計算したものである。更に具体的には、測定条件はＤ－ｎ　Ｐ、（ＪＩＳ
－Ｚ８７２２中の６．３．２参照）、光源を標準の光Ｄ６５を用いて行っている。
【００８６】
＜光褪色性評価＞
インクジェット記録材料の光褪色は、該記録材料をキセノンウエザオメーター（アトラス
Ｃｉ４０００、０．２Ｗ／ｍ2（３４０ｎｍ））にて１２０時間処理し、光褪色の度合い
を評価した。処理前後の色がほとんど変わらないものを○、若干変化するものを△、色の
変化が強く感じられるものを×とした。
【００８７】
＜見栄え評価＞
得られたインクジェット記録材料に、インクジェットプリンター（ＭＣ７０００Ｃ：セイ
コーエプソン社製）で、ブラック、シアン、マゼンタ、イエローのベタ画像とＪＩＳ－Ｘ
９２０１記載の標準画像Ｎ３（果物かご）を印字し、印刷物としての色感を総合的に評価
した。尚、評価では対象印刷用紙にオフセット印刷で同様の印刷を施したものとの比較で
評価した。感覚的違いの少ないものを○、違いがやや感じられるものを△、違いが強く感
じられるものを×とした。
【００８８】
＜面感評価＞
各記録材料の面感を印刷用紙と比較し、感覚的に評価した。校正対象印刷用紙との感覚的
違いの少ないものを○、違いがやや感じられるものを△、違いが強く感じられるものを×
とした。
【００８９】
＜コックリング評価＞
コックリング評価は、インクジェットプリンター（ＰＭ９５０Ｃ：セイコーエプソン社製
）を用い、青印字の重色ベタ印字を行い、紙しわの状態を目視にて評価した。紙しわの発
生がほとんどないものを○、紙しわの発生が若干あるものを△、紙しわがひどく発生する
ものを×とした。
【００９０】
【表１】
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【００９１】
表１から、耐水性支持体のＪＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中
心線平均粗さ（Ｒａ７５）が１．０μｍ以下であり、インク受像層が平均粒径１～１０μ
ｍのマット剤及び平均粒径１μｍ以下の有色顔料を含有する実施例１～２０のインクジェ
ット記録材料は、印刷校正用に使用した場合、その表面の組成が全く異なるにも関わらず
、本番印刷後の印刷物に極めて近い面感を実現でき、校正用に適したインクジェット記録
材料であることが分かる。それに対し、比較例１～１２では印刷用紙に近い面感を得られ
ず、見栄えも全く異なり、校正用途には不適であることが分かる。
【００９２】
上述した耐水性支持体Ａの表面に、下記２種類の配合のインク受像層Ｄ１、Ｄ２塗布液を
この順で同時にスライドビード塗布装置で塗布量がＤ１が固形分１６ｇ／ｍ2、Ｄ２が固
形分８ｇ／ｍ2になるように塗布、乾燥してインク受像層を設け、実施例２１のインクジ
ェット記録材料を作製した。
【００９３】
＜インク受像層Ｄ１配合＞
気相法シリカ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
（平均粒径７ｎｍ、ＢＥＴ法による比表面積３００ｍ2／ｇ）
ジメチルジアリルアンモニウムクロライドホモポリマー　　　　　　　　　４部
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（第一工業製薬（株）製、シャロールＤＣ９０２Ｐ、分子量９０００）
ほう酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
（ケン化度８８％、平均重合度３５００）
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
【００９４】
＜インク受像層Ｄ２配合＞
アルミナ水和物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
（平均粒径１５ｎｍ）
ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
（ケン化度８８％、平均重合度３５００）
ホウ酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
有色顔料Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１部
（ＴＢ５００、平均粒径０．３μｍ、大日精化社製）
有色顔料Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１６部
（ＴＢ９１０、平均粒径０．３μｍ、大日精化社製）
マット剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
（湿式シリカＰ７８Ａ、平均粒径３μｍ、水澤化学社製）
【００９５】
実施例２１のインクジェット記録材料において、有色顔料Ａ、有色顔料Ｂ、マット剤を、
有色顔料Ａを０．００５部、有色顔料Ｂを０．００８部、マット剤を０．５部Ｄ１に添加
した以外は実施例２１と同様にして、比較例１３のインクジェット記録材料を作製した。
【００９６】
実施例２１のインクジェット記録材料において、有色顔料Ａ、有色顔料Ｂ、マット剤のう
ち、有色顔料Ａを０．００２５部、有色顔料Ｂを０．００４部、マット剤を０．２５部を
Ｄ１に、有色顔料Ａを０．００５部、有色顔料Ｂを０．００８部、マット剤を０．５部を
Ｄ２に添加した以外は実施例２１と同様にして、実施例２２のインクジェット記録材料を
作製した。
【００９７】
実施例２１～２２、及び比較例１３のインクジェット記録材料において、インク受像層の
マット剤の量を１部から４部に変更することで実施例２３～２４、及び比較例１４のイン
クジェット記録材料を得た。
【００９８】
実施例２１～２２及び比較例１３については、校正対象の印刷用紙Ａとして三菱製紙社製
アート紙（特菱アート両面Ｎ（坪量１２７ｇ／ｍ2））、実施例２３～２４及び比較例１
４については校正対象の印刷用紙Ｂとして三菱製紙社製コート紙（パールコート（坪量１
２７ｇ／ｍ2））を使用した。
【００９９】
実施例２１～２４及び比較例１３～１４のインクジェット記録材料と校正対象の印刷用紙
の評価は、上記に示した方法により行い、結果を表２に示す。
【０１００】
【表２】
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【０１０１】
表２から、耐水性支持体のＪＩＳ－Ｂ０６０１に記載されるカットオフ値０．８ｍｍの中
心線平均粗さ（Ｒａ７５）が１．０μｍ以下であり、インク受像層が平均粒径１～１０μ
ｍのマット剤及び平均粒径１μｍ以下の有色顔料を含有する実施例２１～２４のインクジ
ェット記録材料は、印刷校正用に使用した場合、その表面の組成が全く異なるにも関わら
ず、本番印刷後の印刷物に極めて近い面感を実現でき、校正用に適したインクジェット記
録材料であることが分かる。それに対し、比較例１３～１４では印刷用紙に近い面感を得
られず、見栄えも全く異なり、校正用途には不適であることが分かる。
【０１０２】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明を実施することにより印刷校正用に適しインクジェット適性
のある校正用インクジェット記録材料を提供することが可能となる。
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